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1. 研究の背景と目的 

 

 自転車が安全に走行できる道路空間を提供するために

は、客観的な安全評価に基づいた問題点の把握や安全対

策の立案が不可欠である。自転車事故に関しては、事故

統計データを用いた分析事例や現地観測に基づいた報告

がされている。特に、交通量の変化に伴う影響や自転車

走行施設のタイプ別の道路空間に関わる危険の潜在性を

発生させる事故リスクの違いについては、海外では分析

事例が報告されているものの、国内では利用可能な統計

データも少なく事例もほとんどないのが現状である。 

 道路空間の安全性を客観的に評価する方法の1つとし

て、道路リンクを単位とした事故分析モデルの構築があ

る。交通事故は、道路ネットワーク上で点として発生す

る現象であり、これまでは交差点などの特定の事故発生

箇所を対象とした統計分析が対策立案上も効果的であっ

た。しかし、近年は特定の箇所における事故件数が少な

く、年々の変化が著しい場合もあり、点よりもむしろ道

路リンクを単位とすることで、マクロ的な分析が可能と

考えられる。 

 そこで、本研究では、兵庫県下の自転車事故を対象に

一般化線形モデルを適用することで、自転車事故リスク

の変化要因について把握することを目的とする。 
 

2.  研究方法 

 

（１）事故リスクの定義 

 事故が起こるには様々な原因があり、ハードウェア、

人間、システムがあげられる。これらを自転車事故に当

てはめると、事故の原因は交通具、運転手、走行環境と

考えられ、具体例をあげれば以下のようになる（表1）。 

事故が起こるのは、暴露量（試行回数）とは独立で、暴

露量では説明できない潜在的な危険がある。そこで、「事

故リスク」は、この潜在的な危険（事故）を発生させる

確率を意味し、発生した事故が事故当事者に与える被害

の程度も含むものとする。事故リスクに作用するものに、

事故の原因となる交通具、運転手、走行環境があげられ

るが、交通具や運転手に関するデータは入手できないの

で、走行環境が原因になったものを本研究では扱う。 

 

表1 事故リスクに作用するもの 

原因 
ハードウェア 人間 システム 

交通具 運転手 走行環境 

具体例 

・自動車故障 ・運転ミス ・交差点数 

・自転車故障 ・信号無視 
・自転車通行     

施設 

・不注意 ・幅員 

etc etc etc

 

（２）  モデルの概要 

 交通事故現象を確率事象と見なすために道路空間の危

険度（事故リスク）と暴露量（試行回数）とにわけ、そ

れらの積によって事故が顕在化すると考える。 

 本研究では、事故件数と交通量を独立した変数として

取り扱い、交通量との非線形の関係を表現できる式1の

ような乗数モデルを用いる。この式中のαは、暴露量と

は独立した事故リスクを表す未知のパラメータで、各道

路状況における事故を顕在化させる危険度を表す。βは

事故と交通量との線形、非線形関係を表し、β=1、β>1、

β<1の時にそれぞれ線形、指数、対数関係となる。 

βαµ Q×= …(式1) 

 この両辺を対数にとり、事故リスクの変化を表す説明

変数、誤差項を加えたものが式2となる。これは、誤差

項にポアソン分布を仮定した対数線形モデルで、一般化

線形モデルの１つである。 

∑ +++= εβα XQu βlogloglog …(式2) 

iu ：事故件数(件/年) α：事故リスク Q：交通量 
X ：事故リスクの変化要因 ε ：誤差項 
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モデル全体の精度を表す指標として、対数尤度（log 
likelihood）と赤池情報基準（AIC）を用いた。対数尤度

に説明変数の数の影響を考慮した AIC の値が小さいほ

ど、モデル全体の精度が向上したと判断できる。 

 また、変数の有意性の精度を表す指標として、t 値を

用いた。t 値の絶対値が 2 を超えると統計的に有意とな

り、変数は有意であるといえる。 
 

（３）  対象データ 

本研究で取り扱ったデータは、H17道路交通センサス

に記録のある兵庫県下の幹線道路延長 6.292km のうち、

一般国道、地方主要道の2053.5km（幹線道路全体の33%）

で、自転車通行施設延長別では自転車歩行者道のある道

路832.7km（構成率27%）、歩道あり道路250.9km（9%）、

歩道なし道路が 969.9km（63%）である（表 2）。道路

ネットワークの分割方法は、道路交通センサスの区間を

そのまま用い、分析区間数は467（平均区間長：3.5km）

である。モデルの暴露量にあたる変数については、道路

交通センサスでは車種別交通量と区間長を乗じた台キ

ロが候補となる。通常、事故分析では、周期的な影響を

のぞくために1年間分のデータを用いるため、交通量に

も年間の値を用いることが適切ではあるが、該当するデ

ータがないため、道路交通センサスにある 24 時間自動

車類交通量と12時間自転車交通量を代用した。 
一方、事故データについては、H17 道路交通センサ

スにも区間の事故件数等の項目があるが、事故類型を問

わずH11～H16年の6年間の平均値を用いて、さらにリ

ンクによると事故件数のデータがないものも見られた。

そこで本研究では、GISを用いて自転車関連事故数のカ

ウントを行った。 
まずは、GIS の地図上にH17 道路交通センサスの道

路リンク毎にラインを引き、各リンクの道路を作成する。

そして、県下 H17 年の事故データから各々の事故発生

箇所を地図上にプロットを行う。そして、各ライン上に

あるプロット数により、各リンクの自転車関連事故数を

集計した（表3）。 
モデル式に代入する説明変数は以下の考え方により

選定した。まずは、暴露量を表すものとしては、各種交

通量、区間延長があげられる。そして、単路部と交差点

部を考慮するために、単路部では歩道あり延長、歩道な

し延長などの自転車通行施設、交差点部では、幅員を考

慮した信号有無別交差点数により表した。そして、道路

交通センサスには、各交通手段の速度に関するデータが

ないので、歩道代表幅員、指定最高速度などにより、自

転車、車両の走行条件を表した。これらに当てはまるデ

ータを道路交通センサスの中から選定した。 
 
 

表2 使用したデータの内訳 

  
区間

延長

自転車

通行帯

延長 

自転車

歩行者

道延長 

歩道あり

道路延

長 

歩道なし

道路延

長 

一般国道 1465.1 0 608.7 162.9 693.5 

地方主要道 588.4 0 224.0 88.0 276.4 

幹線道路全延長 6292.8 1.7 1724.2 581.5 3985.4 

全延長に占める

割合(%) 
33 0 48 43 24 

自転車通行施設

の構成率(%)  
0 27 9 63 

 
表3 研究対象とした事故類型別件数 

 

車両関連事故 自転車関連事故 

車両 

相互 

歩行者×

車両 

車両 

単独 

自転車×

車両 

自転車

相互 

自転車×

歩行者 

一般国道 7319 511 513 1508 113 16 

地方主要道 2564 289 197 564 41 6 

計 9883 800 710 2072 154 22 

 
表4 分析に用いた変数 

暴露量 単路部 交差点部 走行条件 
・平日自動車類/
自転車交通量* 

・区間延長 

・歩道なし 
・歩道あり 
・自転車歩行者道 
・自転車通行帯 

・信号有無別

交差点数 
（W＜5.5、 
    W≧5.5） 

・路肩幅員 
・歩道代表幅員 
・指定最高速度 
・車道幅員 

*自動車類は24時間、自転車類は12時間交通量 
 

（４）モデル式の構築 

モデル式を構築するにあたり、以下のことを行った。

本研究では、幹線道路における自転車事故を対象とする

ので、H17 道路交通センサスにおいて、自転車交通量

が観測されなかった65リンクは、分析の対象外とした。 
 また、モデル式に変数を代入する際に、道路空間に縦

断面に存在するものと横断面に存在するもので以下の

ように考えた。 
 まずは、縦断面に存在するものとして、自転車通行施

設延長、交差点数があげられる。通行施設に関しては、

各種通行施設延長を区間延長で除することにより、リン

クの区間延長あたりの通行施設率にしてモデル式に代

入した。また、交差点数に関しては、信号有無別交差点

数を各リンクの区間延長で除することにより、単位区間

あたりの交差点数、すなわち交差点密度にしてモデル式

に代入した。 
 次に、横断面に存在するものとして、自転車走行を表

す路肩幅員と歩道代表幅員、車両走行を表す指定最高速

度、車道幅員があげられる。これらは、ダミー変数に変

換して、モデル式に代入した。 
 



（５）基礎データセット 

 （４）のモデル構築の手順にしたがい、道路交通セン

サスのデータを整理した。 

 分析において用いた基本データセットを、467リンクに

ついて、平均値、最大値、最小値、データが0であるリン

ク数をまとめたものを以下に示す（表5）。また、自転車・

車両の走行条件を表す変数のダミー変数表示したものも

以下に示す（表6）。特徴としては、通行施設別に見ると、

歩道あり延長が0kmのリンクが多く見られ、歩道なし車

道の割合が高いことが分かる。 

 

表5 基礎データセット 

  
自転車交

通量(台) 

車両交通

量(台) 

区間延長

(km) 

自転車歩

行者道延

長(km) 

平均 313  20935  4.397216 1.8  

最大 3042 133069 23.3 9.9 

最小 0 270 0.1 0 

0 のリンク数 65 0 0 101 

  
歩道あり

延長(km) 

歩道なし

延長(km) 

信号交差

点数 

信号なし

交差点数

平均 0.5  2.1  5  19  

最大 9 23.1 29 123 

最小 0 0 0 0 

0 のリンク数 255 145 92 64 

 

表6 走行条件ダミー変数表 

  自転車走行条件 車両走行条件 

ダミー 

番号 

路肩幅員 最高速度 

m 該当数 km/h 該当数 

1 W＜1 98 v＜40 158 

2 1≦W＜2 266 v=50 219 

3 2≦W 37 ｖ=60 24 

ダミー 

番号 

歩道幅員 車道幅員 

m 該当数 m 該当数 

1 W=0 11 W≦7 120 

2 0＜W≦2 117 7＜W≦8 101 

3 2＜W≦3 148 8＜W≦11 63 

4 3＜W 125 11＜W 117 

 

３. 自転車関連事故の事故リスク分析 

 

（１）自転車通行施設の比較 

 通行施設によるリスク変化をみるために、基本パター

ンに各自転車通行施設率を変数に追加し、そのパラメー

タを比較した（表7）。結果より、基本暴露量の変数は有

意であるものの、歩道なし道路、自転車歩行者道あり道

路、歩道あり道路の違いは有意にならなかった。このこ

とから、自転車事故はほぼ暴露量により決まり、通行施

設の条件により、事故リスクがほとんど変化しないこと

が示唆された。 

 

表7 自転車通行施設の比較 

  係数 t値 

係数 -9.250  -9.937 
区間延長 0.776 7.953 
自転車交通量 0.714 14.023 
車両交通量 0.595 5.808 
歩道なし道路率 

  
歩道あり道路率 0.059 0.168 
自転車歩行者道あり道路率 0.122 0.456 
log likelihood -808.716 
AIC 4.063 
過剰分散パラメータ 2.726 

 
（２）自転車事故のリスク変化要因 

 次に、自転車事故のリスク変化の要因を把握するため

に、交差点条件、走行条件を表す変数を追加し、分析を

行った。なお、事故類型による違いがモデルで表現でき

るかを検証するために、車両相互、自転車相互、自転車

×歩行者についても同様の分析を行った。それぞれ分析

を行ったところ、自転車×歩行者の場合のみ暴露量の変

数は有意でなかった。このことより、自転車相互の事故

に関しても、交通量の影響を大きく受けていることがわ

かった。暴露量が有意になった中でも車両事故と自転車

事故を比較するため、自転車×車両、車両相互の分析結

果を以下にしめす（表8）。 
・いずれの事故類型においても、暴露量、錯綜条件を表

 す変数の有意性は高く、「各種交通量交通量」、「交

 差点密度」の影響が高い。 
・「路肩幅員」の影響は有意ではないものの、路肩が広

 くなるほど事故リスクが低減する傾向を示した。これ

 は路肩が広くなると、自転車が走行しやすくなり、ス

 ピード超過、巻き込みが増加する可能性を示している 
・「歩道幅員」も優位性は低く、歩道幅員2～3mにおい

 ての事故リスクが増加する傾向があるが、幅員が広く

 なりすぎると、自転車運転手が運転しやすくなり、視

 界も広がるため事故リスクが減少すると考えられる。 
・「指定最高速度」の有意性はそこまで低くはなく、指

 定速度が上がるほど事故リスクを低減する傾向が確認

 された。これは、指定速度が上がる程、自転車通行施

 設による自転車と自動車の分離の割合が高くなるため

 であると考えられる。 
・自転車×車両、車両相互ともに幅員の広い方が事故リ



 スクを増加させるが、車両相互は信号交差点での影響

 が大きいが、自転車×車両は信号なし交差点での影響

 が大きい結果となった。これは、自転車の方が自動車

 よりも交差点での飛び出し傾向が強く、車両による巻

 き込みが考えられるためである。 
 

表8 事故類型別リスク分析結果 

  
自転車×車両 車両相互 

係数 t 値 係数 t 値 

定数 -10.687  -7.993  -8.671  -9.060  

区間延長 0.899  8.007  0.728  8.674  

自転車交通量 0.608  10.329  

車両交通量 0.703  5.492  1.076  11.971  

信号交差点

密度 

W＜5.5m 0.143  1.410  0.152  1.773  

W≧5.5m 0.109  1.687  0.125  2.428  

信号なし 

交差点密度 

W＜5.5m 0.027  1.157  0.022  1.143  

W≧5.5m 0.089  2.271  0.053  1.623  

歩道なし道路延長率 -0.042  -0.130  -0.207  -0.946  

歩道あり道路延長率     

路肩幅員 1 -0.301  -1.106  -0.241  -1.058  

路肩幅員 2 -0.166  -0.647  -0.107  -0.492  

路肩幅員 3     

歩道幅員 1 0.296  0.457  

歩道幅員 2 -0.300  -1.466  

歩道幅員 3 0.121  0.652  

歩道幅員 4     

指定最高速度 1 0.545  1.565  0.320  1.190  

指定最高速度 2 0.413  1.297  0.060  0.245  

指定最高速度 3     

車道幅員 1 0.229  0.801  -0.179  -0.839  

車道幅員 2 -0.040  -0.153  -0.136  -0.721  

車道幅員 3 0.324  1.361  0.157  0.841  

車道幅員 4     

log likelihood -793.334  -1484.920  

AIC 4.052  7.481  

 
（３）事故の深刻度のリスク変化の要因 

 さらに、事故の深刻度を考慮するために、自転車×車

両の事故を死亡・重傷・軽傷別に分けてリスク分析を行

った。その際、死亡事故件数が少なく分析ができなかっ

たので、重傷事故件数と死亡事故件数の合計と軽傷事故

件数に分けて分析を行い比較した。その中でも、各事故

深刻度のパターンにおいて、t値の絶対値が1.5以上を超

え、変数の有意性が高いものを取りあげた（表9）。この

結果の考察を以下に示す。 
 いずれの事故深刻度に関しても、信号なし交差点の影

響が強かったが、重傷・死亡事故数は幅員の狭いところ、

軽傷は幅員の広いところが事故リスクを増加させる結果

であった。これより、幅員が狭くなると車両運転者の視

界が悪くなり、被害者に気づくのが遅れ事故深刻度の増

加につながることを示唆できる。 
 

表9 事故深刻度別t>1.5の変数 

事故類型 軽傷 重傷＋軽傷 

  ・区間延長 ・区間延長 

  ・自転車交通量 ・自転車交通量 

変数 ・車両交通量 ・車両交通量 

  
・信号交差点密度 

  （W≧5.5m） 

・信号なし交差点密度 

  （W＜5.5m） 

  
・信号なし交差点密度 

  （W≧5.5m） 
  

 
5. まとめと今後の課題 

 
 本研究では、幹線道路における自転車事故を対象とし

て、事故類型別、事故深刻度別に分けて事故リスクの変

化要因を明らかにするために、交通量と事故件数の非線

形の関係性を考慮できる一般化線形モデルを用いて考察

を行った。事故件数に影響を与えるものとして、暴露量

と交差点密度が有意な結果が得られた。しかし、自転車

走行施設による事故リスクの違いは見られず、走行条件

による違いは明確にならなかった。事故類型に関しては、

自転車×歩行者の事故では有意な結果がでなかったも

のの、それ以外のいずれの事故類型においても暴露量が

事故リスクに大きく影響を与えているという結果になっ

た。また、事故の深刻度を表す指標としても、暴露量、

交差点密度で有意な結果が得られた。 
 自転車走行施設により、事故リスクに差は見られなか

ったが、道路交通センサスでは3パターンと細かい区分

がされていなかった。そのため、自転車道や自転車レー

ンといった細かい区分まで分かるデータを用いることに

より、分析の精度が向上するかを検証することが今後の

課題にあげられる。また、山間部、海側部などといった

地域別特徴が事故リスク影響を与えているのかを検証す

ることも今後の課題にあげられる。 
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